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１．「番号制度」 
 
 



「番号制度Jを税務車で利用する場合のイメージ

税務直におけるr番号制度Jとは、納税者iこ広く番号を付革し、� 

(1)各種の取引にi捺して、納税者が取引の相手方iこ番号をf告知jすること� 

(2) 取引の相手方が税務当昂に提出する資料情報(法定調書)及び納税者が税務当胞に提出する納税申告書!こ
番号を「記載� iするこど

を義務付ける仕組みであるo

これにより、税務当局が、納税申告書の構報と、取引の語手方から提出される資料構報を、その番号巷キーとして
集中的に名寄せ� 突合できるようになり、結説者的所講檀報をより的確に把握することが可能となる。z

① 

納

税

者

「番号jを説務面で零時用する場合には、� 
f臨有性J(生涯を通じよーの納税者に確実に一つの番号が付与されていること)� 
r可視性J(取引に際し、その相手方(第三者)がr番号J手明示的に確認できること)

を最小限満たす必要がある。



  

 
番号の種類 適用業務 付番者（数）

人 口（注 3）

(2007年現在)

付番維持 

管理機関 
現行の付番根拠法 

税務目的 

利用開始年 

イ  ギ  リ ス 
国民保険番号 

(9 桁) 

税務(一部)(注 1)、社会保険、年金

等 
非公表 6,089 万人

雇用年金省 

歳入関税庁 
社会保障法 1961 年 

ア メ リ カ 
社会保障番号 

(9 桁) 
税務、社会保険、年金、選挙等

約4億 1,400 万人 

（累計数） 
3 億 407 万人 社会保障庁 社会保障法 1962 年 

社
会
保
障
番
号
を
活
用 カ ナ ダ 

社会保険番号 

(9 桁) 
税務、失業保険、年金等 

約 4,188 万人 

(累計数)  
3,161 万人

人的資源・技能

開発省 
雇用保険法 1967 年 

スウェーデン 
個人識別番号 

（10 桁） 

税務、社会保険、住民登録、 

選挙、兵役、諸統計、教育等 
全住民 918 万人 国税庁 

個人登録に関する 

法律 
1967 年 

デ ン マ ー ク 
住民登録番号 

(10 桁) 

税務、年金、住民登録、 

選挙、兵役、諸統計、教育等 
全住民 543 万人

内務省 

中央個人登録局

個人登録に関する 

法律 
1968 年 

韓 国 
住民登録番号 

(13 桁) 

税務、社会保障、住民登録、選

挙、兵役、諸統計、教育等 
全住民 4,846 万人 行政安全部 住民登録法 1968 年 

ノルウェー 
住民登録番号 

（11 桁） 

税務、社会保険、住民登録、選

挙、兵役、諸統計、教育等 
全住民 468 万人 国税庁登録局 人口登録制度に関する法律 1971 年 

シンガポール 
住民識別番号 

(1 文字＋8桁) 

税務、年金、住民登録、選挙、

兵役、車両登録等 
全住民 459 万人

内務省 

国家登録局 
国家登録法 1995 年 

住
民
登
録
番
号
を
活
用 

オ ラ ン ダ 
市民サービス番号 

（9桁） 
税務、社会保障、住民登録等 全住民 1,636 万人 内務省 市民サービス番号法 2007 年(注 4) 

イ タ リ ア 
納税者番号 

(6文字＋10桁) 

税務、住民登録、選挙、兵役、

許認可等 
約 6,323 万人 5,805 万人 経済財政省 

納税者登録及び納税義務者の

納税番号に関する大統領令 
1977 年 

オーストラリア 
納税者番号 

(9 桁) 
税務、所得保障等 

約 3,099 万人 

（累計数）（注 2）
2,063 万人 国税庁 1988 年度税制改正法 1989 年 

税
務
番
号 

ド イ ツ 
税務識別番号 

（11 桁） 
税務 約 8,100 万人 8,222 万人 連邦中央税務庁 租税通則法 2009 年 

 （参考）フランスには、納税者番号制度はない。 

（注1） イギリスでは、給与源泉徴収や個人非課税貯蓄など一部の税務で国民保険番号が利用されている。 

（注2） オーストラリアでは、個人及び法人に同一体系の納税者番号が適用されている。 

（注3） カナダ及びオーストラリアの人口は、2006 年の値である。 

（注4） オランダでは、もともと 1986 年に税務番号が導入され、1988 年以後は、税務・社会保障番号として、税務・社会保障目的で利用されていた（財務省所管）。 

（2009 年 7 月現在） 
主要国における税務面で利用されている番号制度の概要（未定稿） 

2 



 

調書の有無

給与・賃金 ○

報酬等 ○

金融所得

 ・利子 ×

 ・配当 ○

 ・株式譲渡 ○

不動産所得（家賃収入等） ○

不動産の譲渡所得 ○

その他（個人の収入、資産等、
　　　　公的現金給付等）

  ・公的年金等 ○

　・その他公的現金給付
　　（上記公的年金等を除く） × 失業手当・児童手当等の非課税所得は対象外

  ・事業により生じた所得
　　（上記報酬等を除く） × 事業者の売上等は資料情報制度の対象外

  ・国内送金、預金の入出金 ×

  ・海外送金 ○

  ・海外取引（金融） ×

　・金融資産

　　・預貯金口座開設 ×

　　・株式保有 ×

　

ス
ト
ッ
ク

特定口座年間取引報告書、株式等の譲渡の対価等の支払調書（１回の譲渡対価の額30万円超）

不動産使用料等の支払調書（賃借人等が法人・不動産業者である個人の場合のみ。年間支払額15万円超）

国内の金融機関を経由して支払を受けない配当や株式譲渡対価は資料情報制度の対象外

国外送金等調書（金融機関を経由する送受金で１回あたり100万円超のもの）

不動産等の譲受対価の支払調書(譲受人が法人・不動産業者である個人の場合のみ。年間支払額100万円超)

公的年金等の源泉徴収票（年間支払額60万円超）

備　　　　　考

利子等の支払調書（個人が支払を受ける利子は源泉分離課税のため提出不要）

配当等の支払調書（非上場株式等に係る少額のものを除く）

給与所得の源泉徴収票（年間支払額500万円超）

報酬･料金･契約金及び賞金(報酬等)の支払調書(源泉徴収の対象として法令上明記されている業種等のみ)

フ
 
 
ロ
 
 
ー

我が国における資料情報（法定調書）制度の概要
（個人に対して支払うもの）

未 定 稿

（注）　１．「法定調書」とは、取引の相手方がその取引の内容等を記載した資料を税務当局に提出することを義務付けている資料をいう。
　　　　２．上記法定調書の有無は、主なものについて記載しており、一定の提出省略範囲等がある。
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「税と社会保障制度の適正な運営のための番号制度」の導入に当たっての主な論点 

O 使用する番号をどうするか

「番号」を税務面で利用するためには、最低限「固有性I、「可視性Iを満たす必要があるが、この点に照

らし、既存の番号の活用や新たな番号の創設についてどう考えるか。 

O 番号を使用する取引等の範囲をどうするか

-税務当局に提出される資料情報の範囲について、所得把握を確実に行う観点から、どう見直していくか。 

o r番号制度jを利用する行政事務の範囲をどうするか

税務行政のほか、社会保障のどの分野で共通の「番号jを利用するか。 

O プライバシー保護に関する懸念にどう答えるか
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検討開始に当たっての課題� 

or番号制度jの具体化は、広範な行政分野に関わる事柄であり、関係する府省が共同で検討

を進める必要があるのではないか。� 

O 資料情報告'IJ度の拡充を含め、盟主援護分野に関わる論点については、政府税関にプ口ジェク
トチームを設置し、専門的な接討を進めていく必要があるのではないか。� 

[政権期間中に導入する場合のスケジューんのイメージ〈菜)]

戸・・争、、~」� 
?一、~

~ 
白砂� 

いつまでに何を終えるか?

i税の政法 実
i翻 決府 律� f 務

宅一砂勺→2ー院長待望
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２．税務手続 



租税罰則の見直しについて� l 

0租税に関する罰則の法定刑については、昭和� 56年に現行の水準まで引き上げられたが、それ以降見直されていない。� 

Oしかしながら、大口、悪質な脱税事件が依然として多数発生している(年間告発件数� 150'"'-'200件、� l件当たり脱税額� l

億� 5千万円程度)。最近では、大口の無申告事案、源泉所得税の不納付事案、消費税の不正還付事案が増加している。� 

0他方、他の主要な経済犯(例えば、金融商品取引法、貸金業法、特許法、破産法等)をみても、近年、法定刑の引上げ

が行われているところであり、租税罰則の法定刑との需離が生じている。� 

0上記を踏まえれば、経済社会状況の変化に対応し、一般予防効果が十分に確保できるよう、租税罰則の見直しが必要では

ないか。

現行の主な犯罪類型(主な法定刑) 対応の方向性(案)� 

0脱税犯

(5年以下の懲役若しくは� 500万円(情状により

脱税額)以下の罰金文は併科)� 

0単純無申告罪(申告書不提出)

( 1年以下の懲役文は� 20万円以下の罰金)

-懲役刑の引上げ・罰金刑の引上げ 

(詐欺罪との類似性、他の経済犯の法定刑とのバランス等を考慮、)

-脱税の故意をもって申告を行わず、脱税の結果を発生させた罪(無申告脱税犯)の創設 

(脱税犯と単純無申告犯との法定刑のバランスを考慮、) 

0源泉所得税不納付罪

(3年以下の懲役若しくは� 100万円(情状により

脱税額)以下の罰金文は併科)� 

-懲役刑の引上げ・罰金刑の引上げ 

(業務上横領罪との類似性、他の経済犯の法定刑とのバランス等を考慮)

0不正還付の未遂

(自己名義によるものは不処罰、他人名義によ

るものは詐欺未遂罪として処罰)

-不正還付の未遂(又は不正な還付請求行為)を処罰する規定の創設

(詐欺未遂罪とのバランス等を考慮)
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7 

納税者権利憲章について� i 


OOECD報告書� (r続税者の権利と義務J(2003))によれば、

イ続税者憲章� (Taxpavers'Cha説。βJ� r立、� r納税者の税務に関する権準IJ ・義務をわかり易い雷諜で襲約しかっ

説明して、こうした情報をより多くの納税者に周知させ理解させようとする試み」と定義される。

議その性質については、「法令の説明文書(手引文書)であって、それ自体は法的な文書ではない。一般的iこ、

納税者懇意は、関係法令に合まれているもの以上に権利義務を加えるものではないJとされている。

-また、基本的な記載事項例としては、 (1)納税者の権利(①{警報提供等を受ける権利、②不撮串立の権利、

③正治税額のみを支払う権利、④予測可能性の確保、⑤プライパシ…の議事j、⑤信人審報の保護)、信組麓

者の難務(⑦誠実に対Joする義務、毛主協力義務、⑤正確なf警報・書類の期限内提出義務、⑮記帳・帳簿等

謀存義務、。期限内結付義務〉、及び(3)税法上の義務不震行の場合に納税者が受けうる制裁(行政上・刑事

上の制裁措霞)、が揚げもれている。

。現在、 OECD 加盟国中、行政文書として憩輩を制定している国は、 30 ヶ闘中、 23 ヶ国となっている~ (2008 
)。ヶ国で制肥(米・英・仏・伊・加)5では(07調べ)OECD年現在・� 

0上記のような点を踏まえ、今後、� f納税者権利憲章〈伎誌)Jの策定iこ向け、趣皆‘詩的、記載事項、文書の位農

づけ等について、実務的・専門的な検討を進めていくこととしてはどうか。� 



更正の藷求期間の見麗しについて 

or吏正の請求」は、申告に係る税額等が計算誤り噂により過大である場合に、納説者が自己申告内容の是蕊
を税務当局に請求できる権利であり、期限内の適正期告を求める申告納税制度の偶外搭寵である。 

0通常、納税者が誤りを発見するのは、次の申告期でみることを諮まえ、現行の吏庄の鵠求期間 iま1年間とさ
れている。 

O別途、税務署長iま5年器、轄権により減額更正を行うことができる。

{主な更正等の嘉毘鰯譲](申告続税方式による醤税の場合) 

z 分 期間制限(通常の場合) 脱税の場合

謀説庁
増頼賀正 法定申告期限から 3年(法人税については 5年) 法定申告期謀

から 7年減額斑正 法定申告期限から 6年

納税者
修正申告 法定申告期限から 5年

一
更正の舗求 法定申告期眼かも 1年〈後発的事患の場合 21':1) 

0申告納税制度の下では、説務幸男i手、納税者からの申告を受けて事後的に調査・是正を図ることが予定詰れており、
現行事j度でr;t，税務当患が増額更正できる期間は頴良IJ3年間{法人税は 6年間)とされている。他方、税務当局が減
額更正できる期間は 5年間とされている。

納説者の視点、iこ立ち、納税者から更正の鵠求ができる期間の延長を検討するに当たっては、これらの期間とともに整
合的な見車しを行うお獲があるのではないか。

。吏正の請求期間を砲長する場合、更正処分に対する不鰻申立期間(現行 2月間〉を経過した後においても吏正の詰求が
行えることとなり、事実上、不服申立期間が延長されることと同じこととなるが、この点について、続税者の権科救済
と法律関係の早期安定との要請に照らし、どのように対応すべきかa

。実務面への影響の検証や、執行体制の整舘についてどう若者えるか。



国税に関する不服申立制度の見直しについて 

0国税の不服申立手続においては、処分の大量性、争いの特殊性から、 f異議申立てJ及び r
査請求」の手続を設け、原則としてこれらの手続を経た後に原処分の取消訴訟を提起できるこ
ととし、納税者の簡易・迅速な救済と、争訟の合理化を図っている。

。また、審査請求については、特に審理の客観性・公正性を高める観点から、執行とは分離され
た、思税庁の特別の機関である「国税不服審判所Jがこれを行うこととしている。 

0国税の不服申立制度のあり方の見直しに詣たっては、納税者の視点に立ち、納税者の箆易・迅速
な救済や、争訟の合理化といった観点から、そのあり方を総合的に検討することが必要。 

0また、思税不路審事j所における審理の客観性・公正性を…層高める観点、から、どのような見直し

が考えられるか。 

0実務箇への影響の検証や、執行体制の整備についてどう考えるか。



添付書類の簡崇化等について 

O 近年、住宅口…ン控捻等の税制特棋の連揮を受ける際の添付書類である住民摸の写しについて、パスポート
取得詩等と間接、省略できないかとの袈繋が多くよせられている。 

O このような要望に応えるため、国税率務においても、パスポート発給事務等と問機!こ、住民基本台帳ネットワー
クから情報を取縛で者るようになれば、多くの納税者にとって利慌があ仏行政ぬ効率北にも資する〈この実現の
ためには、住民基本台帳法の改正が必要)。

[税務署における住民票の写しの利用件数】

。納税者による取樽 年陪約 80万件

(税制特例の申告などの探!こ3必要)

。税務職員による取得 年間約 40方幹
{還付懇理や結説申告審構査に利用) 

O 紙ベースの住民票のやりとりに代えて、税務署が常
子的に情報を取得(納税者による住民票の写しの取
得制提出は不要)0 

O 税務署から、董接、地方公共団体の共同システム
に接続(官官での靖報のやりとり)。

〔住碁ネットを利用している行政事務]

織パスポートの発結単語 

• J事悲年金、国民年金等の支給

鷹態、給、共済年金の支給

-司法試験

-建設業法による技街換定

など、約 290事務

(平成21年8月19自現在) 
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税務手続の見直しについての今後の進め方(案) 

0納税者の税制に対する信頼を一層確保するためには、「納税者の視点」及び「適正課税の視点」を
踏まえ、納税環境の整備を不断に図っていくことが重要。 

0税務手続の見直しに関しては、「租税罰則」、「納税者権利憲章」、「更正の請求期間」、「国税に関す
る不服申立制度」、「添付書類の簡素化等」など、多岐にわたる検討事項がある。 

0これらの事項は、相互に関連し、実務的・専門的な多岐にわたる論点があるものが多いが、 22~
度改正で措置できるものは、年末までに取り組む必要がある。 

0さらに、それ以外の事項については、基本的には、来年から、政府税調に実務的・専門的な検討
の場 (PT)を設けて検討していく必要があるのではないか。 
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